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議案第１号 

   令和６年度新潟市一般会計予算 

 令和６年度新潟市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４１８，５００，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に

繰り越して使用することのできる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３５，０００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場

合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 市税 132,240,235

 1 市民税 61,103,415

 2 固定資産税 50,063,622

 3 軽自動車税 2,662,002

 4 市たばこ税 5,344,859

 5 鉱産税 89,267

 6 入湯税 29,324

 7 事業所税 4,725,512

 8 都市計画税 8,222,234

 2 地方譲与税 3,436,574

 1 地方揮発油譲与税 1,291,133

 2 自動車重量譲与税 1,941,429

 3 特別とん譲与税 36,099

 4 航空機燃料譲与税 21,539

 5 石油ガス譲与税 42,374

 6 森林環境譲与税 104,000

 3 利子割交付金 27,437

 1 利子割交付金 27,437

 4 配当割交付金 525,598

 1 配当割交付金 525,598

 5 株式等譲渡所得割交付金 612,293

 1 株式等譲渡所得割交付金 612,293

 6 分離課税所得割交付金 128,984

金 額
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款 項

 1 分離課税所得割交付金 128,984

 7 法人事業税交付金 1,834,316

 1 法人事業税交付金 1,834,316

 8 地方消費税交付金 19,114,338

 1 地方消費税交付金 19,114,338

 9 ゴルフ場利用税交付金 17,096

 1 ゴルフ場利用税交付金 17,096

10 環境性能割交付金 396,615

 1 環境性能割交付金 396,615

11 軽油引取税交付金 5,189,052

 1 軽油引取税交付金 5,189,052

12 国有提供施設等所在市町村助成交
付金

8,087

 1 国有提供施設等所在市町村助成交
付金

8,087

13 地方特例交付金 5,610,000

 1 地方特例交付金 5,547,000

 2 新型コロナウイルス感染症対策地
方税減収補填特別交付金

63,000

14 地方交付税 80,919,000

 1 地方交付税 80,919,000

15 交通安全対策特別交付金 233,611

 1 交通安全対策特別交付金 233,611

16 石油貯蔵施設立地対策等交付金 60,290

 1 石油貯蔵施設立地対策等交付金 60,290

17 分担金及び負担金 771,742

 1 分担金 192,112

 2 負担金 579,630

18 使用料及び手数料 7,642,341

金 額
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款 項

 1 使用料 5,078,876

 2 手数料 2,563,465

19 国庫支出金 79,883,724

 1 国庫負担金 60,563,785

 2 国庫補助金 19,011,073

 3 委託金 308,866

20 県支出金 22,454,872

 1 県負担金 15,951,674

 2 県補助金 5,138,181

 3 委託金 1,327,017

 4 県貸付金 38,000

21 財産収入 1,214,818

 1 財産運用収入 226,266

 2 財産売払収入 988,552

22 寄附金 1,036,944

 1 寄附金 1,036,944

23 繰入金 850,878

 1 他会計繰入金 339,137

 2 基金繰入金 511,741

24 繰越金 1

 1 繰越金 1

25 諸収入 18,088,354

 1 延滞金・加算金及び過料 177,872

 2 貸付金元利収入 14,902,063

 3 受託事業収入 260,706

 4 収益事業収入 1,290,531

金 額
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款 項

 5 雑入 1,457,182

26 市債 36,202,800

 1 市債 36,202,800

418,500,000

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 議会費 1,009,242

 1 議会費 1,009,242

 2 総務費 42,410,785

 1 総務管理費 38,755,819

 2 徴税費 2,495,221

 3 戸籍住民基本台帳費 704,144

 4 選挙費 97,124

 5 統計調査費 76,957

 6 人事委員会費 107,558

 7 監査委員費 173,962

 3 民生費 139,920,338

 1 社会福祉費 11,861,974

 2 児童福祉費 50,272,627

 3 障がい福祉費 26,689,177

 4 生活保護費 17,760,525

 5 老人福祉費 27,376,869

 6 国民年金費 38,166

 7 災害救助費 5,921,000

 4 衛生費 28,280,112

 1 保健衛生費 17,763,220

 2 清掃費 10,516,892

 5 労働費 689,320

 1 労働諸費 689,320

金 額
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款 項

 6 農林水産業費 5,998,497

 1 農業費 2,889,383

 2 農地費 2,938,375

 3 水産業費 170,739

 7 商工費 11,671,384

 1 商業費 9,828,055

 2 工業費 1,843,329

 8 土木費 58,909,719

 1 土木管理費 703

 2 道路橋りょう費 26,329,701

 3 港湾空港費 400,516

 4 都市計画費 22,821,126

 5 公園緑地費 2,924,339

 6 都市排水応急対策費 657,416

 7 建築費 4,080,407

 8 住宅費 1,695,511

 9 消防費 11,184,368

 1 消防費 11,184,368

10 教育費 57,905,995

 1 教育総務費 9,271,006

 2 小学校費 24,792,363

 3 中学校費 14,809,633

 4 高等学校費 1,478,415

 5 幼稚園費 382,880

 6 特別支援学校費 1,454,153

 7 生涯学習費 2,744,989

金 額
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款 項

 8 保健給食費 2,972,556

11 災害復旧費 5,543,080

 1 公共土木施設災害復旧費 5,180,080

 2 その他施設災害復旧費 363,000

12 公債費 48,394,713

 1 公債費 48,394,713

13 諸支出金 6,482,447

 1 普通財産取得費 200,000

 2 開発公社費 6,282,447

14 予備費 100,000

 1 予備費 100,000

418,500,000

金 額

歳 出 合 計
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第２表　繰越明許費

（単位  千円）

6 農林水産業費 1　農業費 農業脱炭素・ＳＤＧｓ推進事業 2,000

    

10 教育費 1　教育総務費 通学車両整備事業 40,000

    

款 項 事 業 名 金 額
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第３表　債務負担行為

（単位  千円）

本庁舎電話交換設備更新事業 令和 7年度 236,000 

本庁舎旧分館解体事業 令和 7年度 480,000 

コールセンター・粗大ごみ受付センタ 令和 7年度から 717,000 

ー運営事業 令和11年度まで

音楽文化会館大規模改修事業 令和 7年度 1,695,000 

新潟市美術館改修事業 令和 7年度 1,011,000 

北区文化会館設備整備事業 令和 7年度 19,000 

地方税電子申告システム経費 令和 7年度から 48,500 

令和11年度まで

私立保育所等整備費補助金 令和 7年度 247,356 

新潟市障がい者住宅整備資金融資損失 資金を貸付けた 約定償還期限到来後１年を経過して、なお元利金（遅延利子を含む

補償（令和６年度） 日から約定償還 。以下同じ。）が回収されなかった場合に当該未回収の元利金を限

期限到来後２年 度として融資機関に対して損失補償する。

を経過した日ま

で

賃貸型応急住宅借上げ事業（令和６年 令和 7年度から 50,000 

度） 令和 8年度まで

新田清掃センター焼却施設粗破砕設備 令和 7年度 1,397,000 

設置事業

新亀田清掃センター整備・運営事業 令和 7年度から 73,000,000 

令和31年度まで

新潟市国家戦略特別区域農業保証制度 令和 6年度から 新潟県信用保証協会が新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金の

資金損失補償（令和６年度） 令和23年度まで ための信用保証による代位弁済をした場合に、その損失を限度とし

て当該信用保証協会に対して損失補償する。

地域環境保全林整備事業用地先行取得 令和 6年度から 230,000 

契約［相手方　新潟市土地開発公社］ 令和 7年度まで

土地改良施設突発事故復旧事業資金償 令和 7年度から 2,139 

還金（阿賀野川用水地区） 令和22年度まで

一般国道４０２号獅子ヶ鼻大橋橋りょ 令和 7年度 250,000 

う架替事業（令和６年度）

主要地方道新潟中央環状線（信濃川渡 令和 7年度 140,000 

河工区）橋りょう整備事業（令和６年

度）

都市計画道路新町・大久保線事業用地 令和 6年度から 75,500 

先行取得契約〔相手方　新潟市土地開 令和 7年度まで

発公社〕

都市計画道路秋葉程島線事業用地先行 令和 6年度から 152,600 

取得契約〔相手方　新潟市土地開発公 令和 7年度まで

社〕

道路橋りょう維持補修事業（令和６年 令和 7年度 200,000 

度）

事 項 期 間 限 度 額
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橋りょう定期点検事業 令和 7年度 28,300 

上所駅整備に伴うシステム改修等負担 令和 7年度 546,636 

金

新潟駅付近連続立体交差事業 令和 7年度から 8,000,000 

令和 9年度まで

新潟駅万代広場西・中央側シェルター 令和 7年度 350,000 

等整備事業

新潟駅万代広場西・中央側電気設備整 令和 7年度 80,000 

備事業

新潟駅西線道路整備事業 令和 7年度から 7,050,000 

令和11年度まで

災害被災者住宅復興資金貸付金利子補 令和 7年度から 49,900 

給事業（令和６年度） 令和12年度まで

消防車両整備事業 令和 7年度 319,000 

南消防署大規模改修事業 令和 7年度 492,000 

中学校給食食器・食缶等整備事業 令和 7年度 317,000 

中学校給食調理・配送等事業 令和 7年度から 5,800,000 

令和14年度まで

地方債の共同発行によって生ずる連帯 令和 6年度から 元金1,060,000,000千円及び当該額に対する利子相当額

債務（令和６年度） 令和16年度まで

地方債の共同発行によって生ずる連帯 令和 6年度から 元金134,000,000千円及び当該額に対する利子相当額

債務（グリーンボンド）（令和６年度 令和16年度まで

）

新潟市土地開発公社事業資金融資債務 令和 6年度から 新潟市土地開発公社が令和6年度に市長の承認する金融機関から事

保証 令和 7年度まで 業資金を借り入れる場合、総額6,300,000千円に約定利息を加えた

額を限度として公有地の拡大の推進に関する法律によりその債務を

保証するものとする。

事 項 期 間 限 度 額
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庁舎整備事業費 85,300 普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に

第４表　地方債

（単位　千円）

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

防災設備整備事業費 51,800 貸借 （ただし、利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

コミュニティ施設整備事業費 2,100 又は 方式で借り入れる場合 により、毎年度１期又は２期に償還する。た

文化施設整備事業費 1,850,100 債券 で、政府資金及び地方 だし、財政の都合により据置期間中であって

体育施設整備事業費 4,600 発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し、償還年限を短縮し、又は低利

保育所整備事業費 167,900 （他 について利率の見直し 債に借り換えることができる。ああああああ

児童館整備事業費 400 の地 を行った後においては

ひまわりクラブ整備事業費 32,100 方公 、当該見直し後の利率

障がい福祉施設整備事業費 1,100 共団 ）

水道事業出資金 286,000 体と

地域保健福祉センター整備事業費 1,600 の共

保健医療センター整備事業費 3,600 同発

斎場整備事業費 101,700 行を

ごみ処理施設整備事業費 9,100 含む

分煙施設整備事業費 6,300 。）

農業施設整備事業費 4,500

農道整備事業費 15,000

県営土地改良事業費負担金 268,200

団体営土地改良事業費 140,600

漁港整備事業費 12,000

観光施設整備事業費 83,500

道路橋りょう整備事業費 14,721,100

急傾斜地整備事業費 4,600

新潟空港整備事業費負担金 168,000

都市計画施設整備事業費 645,300

雨水排水対策事業費 51,000

街路事業費 2,039,000

公園緑地整備事業費 673,600

都市排水応急対策事業費 96,000

公共建築物保全適正化推進事業費 3,146,200

公営住宅整備事業費 461,500

消防施設整備事業費 989,900

教育相談センター整備事業費 1,500

小学校整備事業費 139,100

中学校整備事業費 111,400

高等学校整備事業費 5,200

特別支援学校整備事業費 40,700

給食施設整備事業費 111,900

公共土木施設災害復旧事業費 1,414,500

その他施設災害復旧事業費 2,927,800

臨時財政対策費 5,327,000
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議案第２号 

   令和６年度新潟市国民健康保険事業会計予算 

 令和６年度新潟市の国民健康保険事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７１，３８６，２６７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 第２款各項に計上した負担金補助及び交付金の予算額に過不足を生じた場合に

おけるその経費の各項の間の流用 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 国民健康保険料 12,441,580

 1 国民健康保険料 12,441,580

 2 国民健康保険税 1,894

 1 国民健康保険税 1,894

 3 使用料及び手数料 1

 1 手数料 1

 4 国庫支出金 863

 1 国庫補助金 863

 5 県支出金 52,678,904

 1 県補助金 52,678,904

 6 財産収入 959

 1 財産運用収入 959

 7 繰入金 6,170,075

 1 他会計繰入金 5,991,706

 2 基金繰入金 178,369

 8 繰越金 1

 1 繰越金 1

 9 諸収入 91,990

 1 延滞金・加算金及び過料 32,000

 2 雑入 59,990

71,386,267

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 総務費 1,548,133

 1 総務管理費 1,544,823

 2 徴収費 1,879

 3 運営協議会費 1,431

 2 保険給付費 52,002,441

 1 療養諸費 44,830,223

 2 高額療養費 6,999,167

 3 移送費 1

 4 出産育児諸費 117,050

 5 葬祭諸費 56,000

 3 国民健康保険事業費納付金 17,110,709

 1 医療給付費分 11,395,499

 2 後期高齢者支援金等分 4,289,054

 3 介護納付金分 1,426,156

 4 保健事業費 644,025

 1 保健事業費 61,972

 2 特定健康診査等事業費 582,053

 5 基金積立金 959

 1 基金積立金 959

 6 諸支出金 80,000

 1 償還金及び還付加算金 80,000

71,386,267

金 額

歳 出 合 計
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議案第３号 

令和６年度新潟市中央卸売市場事業会計予算 

 令和６年度新潟市の中央卸売市場事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，０６６，９００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２

表 地方債」による。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 中央卸売市場収入 423,923

 1 使用料 423,922

 2 手数料 1

 2 財産収入 123,314

 1 財産運用収入 123,314

 3 繰入金 318,212

 1 他会計繰入金 287,412

 2 基金繰入金 30,800

 4 繰越金 1

 1 繰越金 1

 5 諸収入 149,450

 1 雑入 149,450

 6 市債 52,000

 1 市債 52,000

1,066,900

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 中央卸売市場費 578,181

 1 市場費 578,181

 2 公債費 367,063

 1 公債費 367,063

 3 基金積立金 121,356

 1 基金積立金 121,356

 4 予備費 300

 1 予備費 300

1,066,900

金 額

歳 出 合 計
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、当該見直し後の利率

）

について利率の見直し 債に借り換えることができる。

を行った後においては

債券 で、政府資金及び地方 だし、財政の都合により据置期間中であって

発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し、償還年限を短縮し、又は低利

貸借 （ただし、利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

又は 方式で借り入れる場合 により、毎年度１期又は２期に償還する。た

第２表　　地方債

（単位　千円）

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

中央卸売市場施設整備事業費 52,000 普通 年5.0％以内あああああ 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に
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議案第４号 

令和６年度新潟市と畜場事業会計予算 

 令和６年度新潟市のと畜場事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，１７２，５８８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 使用料及び手数料 127,292

 1 使用料 127,292

 2 財産収入 1,013

 1 財産運用収入 1,013

 3 繰入金 101,322

 1 他会計繰入金 101,322

 4 繰越金 1

 1 繰越金 1

 5 諸収入 5,360

 1 雑入 5,360

 6 市債 937,600

 1 市債 937,600

1,172,588

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 と畜場費 1,122,750

 1 と畜場費 1,122,750

 2 公債費 49,738

 1 公債費 49,738

 3 予備費 100

 1 予備費 100

1,172,588

金 額

歳 出 合 計
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第２表　　地方債

（単位　千円）

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

食肉センター施設整備事業費 937,600 普通 年5.0％以内あああああ 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に

貸借 （ただし、利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

又は 方式で借り入れる場合 により、毎年度１期又は２期に償還する。た

債券 で、政府資金及び地方 だし、財政の都合により据置期間中であって

発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し、償還年限を短縮し、又は低利

について利率の見直し 債に借り換えることができる。

を行った後においては

、当該見直し後の利率

）
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議案第５号 

令和６年度新潟市土地取得事業会計予算 

令和６年度新潟市の土地取得事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８４７，３００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に 

 よる。 

 （地方債）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ 

 とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２ 

 表 地方債」による。 

  令和６年２月２１日提出 

新潟市長 中原 八一 
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 財産収入 260,000

 1 財産売払収入 260,000

 2 市債 587,300

 1 市債 587,300

847,300

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 土地取得事業費 587,300

 1 事業費 587,300

 2 公債費 260,000

 1 公債費 260,000

847,300

金 額

歳 出 合 計
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第２表　　地方債

（単位　千円）

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

公共用地先行取得事業費 587,300 普通 年5.0％以内あああああ 借り入れの年から据置期間を含み５年以内に

貸借 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

又は により、毎年度１期又は２期に償還する。た

債券 だし、財政の都合により据置期間中であって

発行 も繰上償還し、償還年限を短縮し、又は低利

債に借り換えることができる。
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議案第６号 

   令和６年度新潟市母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計予算 

 令和６年度新潟市の母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６１６，５５６千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 繰入金 6,586

 1 他会計繰入金 6,586

 2 繰越金 262,704

 1 繰越金 262,704

 3 諸収入 347,266

 1 貸付金元利収入 339,181

 2 雑入 8,085

616,556

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 438,444

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 438,444

 2 公債費 178,112

 1 公債費 178,112

616,556

金 額

歳 出 合 計
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議案第７号 

令和６年度新潟市介護保険事業会計予算 

 令和６年度新潟市の介護保険事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８５，５０３，３２５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１） 第２款各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけるその経費の各項の

間の流用 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 介護保険料 18,070,096

 1 介護保険料 18,070,096

 2 使用料及び手数料 7,873

 1 手数料 7,873

 3 国庫支出金 19,491,770

 1 国庫負担金 14,533,588

 2 国庫補助金 4,958,182

 4 県支出金 12,144,138

 1 県負担金 11,732,078

 2 県補助金 412,060

 5 支払基金交付金 22,509,793

 1 支払基金交付金 22,509,793

 6 財産収入 675

 1 財産運用収入 675

 7 繰入金 13,278,435

 1 一般会計繰入金 12,691,258

 2 基金繰入金 587,177

 8 繰越金 1

 1 繰越金 1

 9 諸収入 544

 1 延滞金・加算金及び過料 1

 2 雑入 543

85,503,325

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 総務費 1,405,419

 1 総務管理費 804,375

 2 徴収費 144,489

 3 介護認定調査・審査会費 456,555

 2 保険給付費 80,817,437

 1 介護サービス等諸費 73,545,091

 2 介護予防サービス等諸費 2,314,855

 3 その他諸費 56,928

 4 高額介護サービス等費 1,975,469

 5 高額医療合算介護サービス等費 232,076

 6 特定入所者介護サービス等費 2,693,018

 3 地域支援事業費 3,017,415

 1 介護予防・生活支援サービス事業
費

2,457,449

 2 一般介護予防事業費 35,162

 3 包括的支援事業・任意事業費 516,919

 4 その他諸費 7,885

 4 基金積立金 675

 1 基金積立金 675

 5 諸支出金 262,379

 1 繰出金 262,379

85,503,325

金 額

歳 出 合 計

-33-



 

議案第８号 

令和６年度新潟市公債管理事業会計予算 

 令和６年度新潟市の公債管理事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７９，９４３，４７４千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 財産収入 50,422

 1 財産運用収入 50,422

 2 繰入金 56,018,252

 1 他会計繰入金 48,392,713

 2 基金繰入金 7,625,539

 3 市債 23,874,800

 1 市債 23,874,800

79,943,474

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 公債費 79,943,474

 1 公債費 79,943,474

79,943,474

金 額

歳 出 合 計
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議案第９号 

   令和６年度新潟市後期高齢者医療事業会計予算 

 令和６年度新潟市の後期高齢者医療事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１１，５６８，４５９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 後期高齢者医療保険料 8,758,987

 1 後期高齢者医療保険料 8,758,987

 2 国庫支出金 357

 1 国庫補助金 357

 3 繰入金 2,539,190

 1 他会計繰入金 2,539,190

 4 繰越金 1

 1 繰越金 1

 5 諸収入 269,924

 1 延滞金・加算金及び過料 802

 2 償還金及び還付加算金 21,757

 3 受託事業収入 233,252

 4 雑入 14,113

11,568,459

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 総務費 168,764

 1 総務管理費 168,764

 2 後期高齢者医療広域連合納付金 10,992,208

 1 後期高齢者医療広域連合納付金 10,992,208

 3 保健事業費 385,729

 1 健康保持増進事業費 385,729

 4 諸支出金 21,758

 1 償還金及び還付加算金 21,758

11,568,459

金 額

歳 出 合 計
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議案第１０号 

   令和６年度新潟市下水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 令和６年度新潟市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１） 下水道への接続世帯数 ３１１，０００世帯 

 （２） 年間有収水量   ６９，５５６，０００㎥ 

                 １日平均有収水量 １９０，５００㎥ 

 （３） 主要な建設改良事業 

     管渠、ポンプ場及び処理場等整備事業  １４，４６６，０００千円 
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 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用中企業

債利息３，７４８，２０７千円の財源に充てるため、企業債４９，０００千円を、特別

損失中災害復旧費７，２００，０００千円の財源に充てるため、企業債２，４００，０

００千円を借り入れる。 

    収  入                      （単位 千円） 

科     目 金     額 

第１款 事業収益 ３７，４５３，２６２ 

 第１項 営業収益 ２２，４０３，６７２ 

 第２項 営業外収益 １０，２４９，５８９ 

 第３項 特別利益 ４，８００，００１ 

    支  出                      （単位 千円） 

科     目 金     額 

第１款 事業費 ３８，４９４，７９４ 

 第１項 営業費用 ２７，５４４，２３４ 

 第２項 営業外費用 ３，７４８，２０７ 

 第３項 特別損失 ７，２０１，８５３ 

 第４項 予備費 ５００ 

 

 

 

 

 

 

 

-41-



 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額１３，７０５，２５１千円は、当年度損益勘定留保資金等１３，

７０５，２５１千円で補填するものとする。）。 

    収  入                      （単位 千円） 

科     目 金     額 

第１款 資本的収入 ２４，６６２，４４４ 

 第１項 企業債 １７，８３１，８００ 

 第２項 国県補助金 ３，９２９，９７６ 

 第３項 他会計補助金 ２，８４６，５８８ 

 第４項 負担金 ５４，０８０ 

    支  出                      （単位 千円） 

科     目 金     額 

第１款 資本的支出 ３８，３６７，６９５ 

 第１項 建設改良費 １６，１３４，５２１ 

 第２項 企業債償還金 ２２，２３３，１７４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-42-



 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

                                 （単位 千円） 

事    項 期   間 限 度 額 

中部下水処理場Ｎｏ．３脱水機 

設備更新工事 

令和７年度 ７８０，０００ 

鯵潟ポンプ場直流電源設備工事 令和７年度 ５０，０００ 

関新ポンプ場監視制御設備工事 令和７年度 １２０，０００ 

坂井輪ポンプ場受変電設備工事 令和７年度 ３１０，０００ 

両川浄化センター設備工事 令和７年度 ６４０，０００ 

下所島ポンプ場受変電設備工事 令和７年度 ２３０，０００ 

小新ポンプ場Ｎｏ．４ガスタービン 

制御ユニット盤更新工事 

令和７年度 １１０，０００ 

小新西第８排水区雨水貯留施設設置工事 令和７年度 ２００，０００ 

公共下水道建設改良事業 令和７年度 １，５００，０００ 

公共下水道維持管理事業 令和７年度 ２，０００，０００ 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

                                 （単位 千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下水道事業 ２０，２８０，８００ 普通貸借又

は債券発行 

年５．０％以内

（ただし、利率

見直し方式で借

り 入 れ る 場 合

で、政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率) 

借り入れの年か

ら据置期間を含

み４０年以内に

元利均等又は元

金均等若しくは

不均等の方法に

より、毎年度１

期又は２期に償

還する。ただし、

財政の都合によ

り据置期間中で

あっても繰上償

還し、償還年限

を短縮し、又は

低利債に借り換

えることができ

る。 
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 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１０，０００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

 （１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

 （１） 職員給与費 １，４７７，９４２千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１４，

５３２，４０９千円である。 

  令和６年２月２１日提出 

新潟市長 中原 八一   
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議案第１１号  

令和６年度新潟市水道事業会計予算 

（総則）  

第１条 令和６年度新潟市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給水戸数             ３３９，０００戸  

（２） 年間総配水量        ９３，７３６，０００㎥ 

１日平均配水量 ２５６，０００㎥ 

（３） 主要な建設改良事業 

基幹管路更新事業        ７８８，２２７千円 

基幹管路整備事業        ６４５，４０３千円 

配水支管更新事業      ３，３５１，７００千円 

青山浄水場施設整備事業     ６９６，３００千円 

巻取水場施設整備事業      ３４９，８００千円 
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（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収  入                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 事業収益 １７，８７７，２０４ 

第１項 営業収益 １６，０４２，１６６ 

第２項 営業外収益 １，４１１，２５０ 

第３項 特別利益 ４２３，７８８ 

支  出                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 事業費 １７，１８３，２５８ 

第１項 営業費用 １６，１３８，３４０ 

第２項 営業外費用 ６７６，９８３ 

 第３項 特別損失 ３６２，９３５ 

第４項 予備費 ５，０００ 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額７，０７２，１４３千円は、当年度消費税及び地方消費税資本

的収支調整額７３０，７９５千円、当年度損益勘定留保資金５，３４１，４３３千円及

び建設改良積立金９９９，９１５千円で補填するものとする。）。 

収  入                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 資本的収入 ５，３７３，１１７ 

第１項 企業債 ４，６１７，０００ 

第２項 国庫補助金 ２１４，２５１ 

第３項 出資金 ２８６，０００ 

第４項 固定資産売却代金  １ 

第５項 消火栓設置負担金  ７１，８６５  

第６項 補償金 １８４，０００ 

支  出                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 資本的支出 １２，４４５，２６０ 

第１項 建設改良費 ９，００６，００９ 

第２項 企業債償還金 ３，４０６，５１３ 

第３項 国庫補助金返還金  ３２，７３８  

 

-48-



 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

（単位 千円） 

事    項  期   間 限  度  額  

検針及び水道料金等収納業務 令和７年度から 

令和９年度まで 

１，３８７，０００ 

料金システム機器更新評価機リース及び保

守業務 

令和７年度から 

令和１２年度まで 

５５，０００ 

お客さまコールセンター業務 令和７年度から 

令和１１年度まで 

６２４，０００ 

阿賀野川取水塔水管橋補修実施設計業務 令和７年度 ２３，０００ 

中部エリア基幹管路更新・整備工事基本設計

業務 

令和７年度 ５９，０００ 

巻浄配水場構内水管耐震補強工事基本設計

業務 

令和７年度 ５０，０００ 

取水・浄水・配水施設修理工事  令和７年度 ９９３，０００ 

浄水・配水施設整備工事 令和７年度 １４，０００ 

水質自動分析装置設置工事  令和７年度 ４３，０００ 

配水管布設工事 令和７年度 １，８００，０００ 

浄水発生汚泥収集運搬・処分業務 令和７年度 １４８，０００ 

浄水用薬品購入経費 令和７年度 １５７，０００ 

水道週間行事企画・運営業務 令和７年度 ８，０００ 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

（単位 千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

基幹管路更新事

業 

８３４，０００ 普通貸借又

は債券発行 

年５．０％以内

（ただし、利率

見直し方式で借

り 入 れ る 場 合

で、政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率） 

借り入れの年か

ら据置期間を含

み４０年以内に

元利均等又は元

金均等若しくは

不均等の方法に

より、毎年度１

期又は２期に償

還する。ただし、

財政の都合によ

り据置期間中で

あっても繰上償

還し、償還年限

を短縮し、又は

低利債に借り換

えることができ

る。 

基幹管路整備事

業 

１８９，０００ 

配水支管更新事

業 

２，６１８，０００ 

青山浄水場施設

整備事業 

５０５，０００ 

巻取水場施設整

備事業 

２５４，０００ 

浄配水場施設整

備工事 

２１７，０００ 
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（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、４，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

（１） 職員給与費 ２，７１１，８４８千円 

（２） 交際費          ７０千円 

（たな卸資産購入限度額）  

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、２０９，０００千円と定める。 

令和６年２月２１日提出 

新潟市長 中原 八一   
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議案第１２号  

令和６年度新潟市病院事業会計予算 

（総則）  

第１条 令和６年度新潟市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 病床数  

６７６床 一般病床 ６５２床 

精神病床  １６床 

感染症病床  ８床 

（２） 年間患者数 

 入院患者 ２０８，９００人 

 外来患者 ２４３，０００人  

（３） 主要な建設改良事業 

    手術室の陰圧化及びハイブリッド手術室整備事業 １，０１１，６００千円 

特定天井等安全対策事業 ２４０，７００千円 

コージェネレーション設備更新事業         ６８２，９００千円 

市民病院器械備品購入               ５００，０００千円 
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 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収  入                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 市民病院事業収益 ２８，５２９，２２５ 

第１項 医業収益 ２５，０６０，６３４ 

第２項 医業外収益 ３，４５８，５９１ 

第３項 特別利益 １０，０００  

支  出                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 市民病院事業費用 ２８，８５６，８９２ 

第１項 医業費用 ２８，４２０，８７１ 

第２項 医業外費用 ４２５，０２１ 

第３項 特別損失 １０，０００  

第４項 予備費 １，０００ 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額８０４，３８２千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収

支調整額５，７１６千円及び過年度損益勘定留保資金７９８，６６６千円で補填するも

のとする。）。 

収  入                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 市民病院資本的収入 ３，５３５，４７５ 

第１項 企業債 ２，５８０，７００ 

第２項 補助金 ２９，６１１  

第３項 負担金交付金 ９２５，１６４ 

支  出                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 市民病院資本的支出 ４，３３９，８５７ 

第１項 建設改良費 ２，６９１，６０３ 

第２項 企業債償還金 １，６４８，２５４ 
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 （継続費）  

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

（単位 千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額 

１

資

本

的

支

出 

１

建

設

改

良

費 

コージェネレーショ

ン設備更新事業  

１，７０８，４００ 令和６年度 ６８２，９００ 

令和７年度 ５１２，５００ 

令和８年度 ５１３，０００ 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

（単位 千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

建設改良事業  ２，５８０，７００ 普通貸借又

は債券発行 

年５．０％以内 

（ただし、利率

見直し方式で借

り 入 れ る 場 合

で、政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率） 

借り入れの年か

ら据置期間を含

み３０年以内に

元利均等又は元

金均等若しくは

不均等の方法に

より、毎年度１

期又は２期に償

還する。ただし、

財政の都合によ

り据置期間中で

あっても繰上償

還し、償還年限

を短縮し、又は

低利債に借り換

えることができ

る。 
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（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、３，５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 医業費用、医業外費用及び特別損失に計上した経費のうち、次条に定める経費

以外の経費に係る予算額に過不足を生じた場合におけるその経費の項の間の流用 

（２） 医業費用及び特別損失に計上した職員給与費に係る予算額に過不足を生じた場

合におけるその経費の項の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

（１） 職員給与費 １３，１８２，６７９千円  

（２） 交際費          ３００千円  

（たな卸資産購入限度額）  

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、６，５００，０００千円と定める。 

（重要な資産の取得及び処分） 

第１１条 重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。 

（１） 取得する資産 

種  類  名     称 数  量  

器 械 備 品 超音波診断装置 ２台 

器 械 備 品 ハイブリッド手術室関係機器 １式 

 

令和６年２月２１日提出 

新潟市長 中原 八一   
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議案第１３号  

   新潟市学校給食費等の管理に関する条例の制定について 

 新潟市学校給食費等の管理に関する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市学校給食費等の管理に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、本市が設置する小学校、中学校、中等教育学校及び特別支援学校に

おける学校給食費等の取扱いに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 学校給食 学校給食法（昭和２９年法律第１６０号。以下「法」という。）第

３条第１項に規定する学校給食をいう。 

（２） 学校給食費 法第１１条第２項に規定する学校給食に要する経費をいう。  

（３） 後期課程給食費 中等教育学校（後期課程に限る。）の生徒に対して実施する

給食に要する経費のうち、生徒の保護者等（未成年の生徒にあっては学校教育法（昭

和２２年法律第２６号）第１６条に規定する保護者をいい、成年に達した生徒にあっ

てはその者の就学に要する経費を負担する者をいう。以下同じ。）が負担すべき経費

をいう。  

（４） 教職員等給食費 児童又は生徒以外の者であって、学校給食と同等の給食を受

ける教職員その他市長が必要と認める者（以下「教職員等」という。）が負担すべき

経費をいう。  

（５） 学校給食費等 学校給食費、後期課程給食費及び教職員等給食費をいう。  

（学校給食費等の徴収） 
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第３条 市長は、次の各号に掲げる者から当該各号に定める学校給食費等を徴収する。 

 （１） 学校教育法第１６条に規定する保護者 学校給食費 

 （２） 生徒の保護者等 後期課程給食費 

 （３） 教職員等 教職員等給食費 

２ 前項の規定により市長が徴収する学校給食費等の額は、規則で定める。 

（学校給食費等の納付） 

第４条 前条第１項各号に掲げる者は、当該各号に定める学校給食費等を規則で定める日

（以下「納付期限」という。）までに納付しなければならない。  

（督促）  

第５条 市長は、第３条第１項各号に掲げる者が当該各号に定める学校給食費等を納付期

限までに納付しないときは、期限を指定して督促しなければならない。 

 （遅延損害金） 

第６条 第３条第１項各号に掲げる者が当該各号に定める学校給食費等を納付期限までに

納付しないときは、当該学校給食費等に係る遅延損害金を納付しなければならない。こ

の場合において、遅延損害金の額の計算及び減免については、新潟市債権管理条例（平

成２６年新潟市条例第９号）第９条に規定する私債権の遅延損害金の例によるものとす

る。 

（学校給食費等の免除） 

第７条 市長は、規則で定めるところにより、学校給食費等の一部又は全部を免除するこ

とができる。 

（委任）  

第８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

附 則  

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１４号  

   新潟市学校給食センター条例の一部改正について 

 新潟市学校給食センター条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市学校給食センター条例の一部を改正する条例 

 新潟市学校給食センター条例（平成１２年新潟市条例第５５号）の一部を次のように改

正する。 

 第４条を削り、第５条を第４条とする。 

   附 則  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１５号 

   新潟市女性自立支援施設の設備及び運営の基準に関する条例の制定について 

 新潟市女性自立支援施設の設備及び運営の基準に関する条例を次のように制定するもの

とする。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市女性自立支援施設の設備及び運営の基準に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第６５条第１項の規定によ

り、困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年法律第５２号）第１２条

第１項に規定する女性自立支援施設（以下「女性自立支援施設」という。）の設備及び

運営の基準を定めるものとする。 

 （基本方針） 

第２条 女性自立支援施設は、入所者に対し、健全な環境のもとで、女性の人権に関する

高い識見と専門性を有する職員により、社会において入所者の置かれた状況に応じた自

立した生活を送るための支援を含め、適切な支援を行うよう努めなければならない。 

 （基準と女性自立支援施設） 

第３条 女性自立支援施設は、この条例で定める基準を超えて、常に、その設備及び運営

を向上させるよう努めなければならない。 

 （構造設備の一般原則） 

第４条 女性自立支援施設の配置、構造及び設備は、日照、採光、換気等入所者の保健衛

生に関する事項、入所者に対する危害の防止及び防災について十分考慮されたものでな

ければならない。 

 （非常災害対策） 

第５条 女性自立支援施設は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けると
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ともに、非常災害に関する具体的計画（第１６条第４項において「非常災害計画」とい

う。）を策定しなければならない。 

２ 女性自立支援施設は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練

を行わなければならない。 

（安全計画の策定等） 

第６条 女性自立支援施設は、入所者の安全の確保を図るため、当該女性自立支援施設の

設備の安全点検、職員等に対する施設外での活動、取組等を含めた女性自立支援施設で

の生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員等の研修及び訓練その他女性

自立支援施設における安全に関する事項についての計画（以下この条及び第１６条第４

項において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じな

ければならない。 

２ 女性自立支援施設は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研修

及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 女性自立支援施設は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変

更を行うものとする。 

 （苦情への対応） 

第７条 女性自立支援施設は、その行った支援に関する入所者からの苦情に迅速かつ適切

に対応するために、苦情を受け付けるための窓口の設置その他の必要な措置を講じなけ

ればならない。 

２ 女性自立支援施設は、その行った支援に関し、市長から指導又は助言を受けた場合に

は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

３ 女性自立支援施設は、社会福祉法第８３条に規定する運営適正化委員会が行う同法第

８５条第１項の規定による調査にできる限り協力しなければならない。 

 （帳簿の整備） 

第８条 女性自立支援施設は、設備、職員、会計及び入所者の支援の状況に関する帳簿を
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整備しなければならない。 

 （職員配置の基準） 

第９条 女性自立支援施設に置くべき職員及びその員数は、次のとおりとする。ただし、

調理業務の全部を委託する施設にあっては、第３号の職員を置かないことができる。 

 （１） 施設長 １ 

 （２） 入所者の自立支援（困難な問題を抱える女性への支援に関する法律第１２条第

１項に規定する自立支援をいう。以下同じ。）を行う職員 ２以上 

 （３） 栄養士又は調理員 １以上 

 （４） 看護師又は心理療法担当職員 １以上 

 （５） 事務員 １以上 

 （６） 施設のその他の業務を行うために必要な職員 当該女性自立支援施設の実情に

応じた適当数 

２ 女性自立支援施設の職員は、専ら当該女性自立支援施設の職務に従事する者でなけれ

ばならない。ただし、入所者の支援に支障がない場合には、この限りではない。 

 （施設長の資格要件） 

第１０条 施設長は、施設を運営するにあたって女性の人権に関する高い識見と専門性を

有する者であって、次に掲げる要件を満たすものでなければならない。 

（１） 社会福祉主事の資格を有する者又は社会福祉事業若しくは困難な問題を抱える

女性への支援に関する活動に３年以上従事した者であること。 

 （２） 罰金以上の刑に処せられたことのない者であること。 

 （３） 心身ともに健全な者であること。 

 （設備の基準） 

第１１条 女性自立支援施設の建物（入所者の日常生活のために使用しない附属の建物を
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除く。）は、耐火建築物（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第９号の２

に規定する耐火建築物をいう。次項において同じ。）又は準耐火建築物（同条第９号の

３に規定する準耐火建築物をいう。次項において同じ。）としなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が、火災予防、消火活動等に関し専門的知識を有する

者の意見を聴いて、次の各号のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建ての女性自立支

援施設の建物であって、火災に係る入所者の安全性が確保されていると認めたときは、

耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない。 

（１） スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理

室等火災が発生するおそれがある箇所における防火区画の設置等により、初期消火及

び延焼の抑制に配慮した構造であること。 

（２） 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、

円滑な消火活動が可能なものであること。 

（３） 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等に

より、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁に実施すること、配置

人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。 

３ 女性自立支援施設には、次の各号に掲げる設備を設けなければならない。 

（１） 事務室 

 （２） 相談室 

 （３） 宿直室 

 （４） 居室 

 （５） 集会室兼談話室 
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 （６） 静養室 

 （７） 医務室 

 （８） 作業室 

 （９） 食堂 

 （１０） 調理室 

 （１１） 洗面所 

 （１２） 浴室 

 （１３） 便所 

 （１４） 洗濯室 

 （１５） 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備 

４ 前項各号に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

 （１） 居室 

  ア 入所者１人当たりの床面積は、収納設備等を除き、おおむね９．９平方メートル

以上とすること。 

  イ 主要な出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面して設けること。 

  ウ 寝具を収納するための押入れその他の設備のほか、各人ごとに身の回り品を収納

することができる収納設備を設けること。ただし、寝台を設けてある場合において

は、寝具を収納するための設備は、設けることを要しないこと。 

 （２） 相談室 室内における談話の漏えいを防ぐための間仕切り等を設けること。 

 （３） 医務室 入所者を診療するために必要な医薬品、衛生材料及び医療機械器具を

備えること。 

-65-



 

 （４） 食堂及び調理室 食器、調理器具等の消毒その他食堂及び調理室を常に清潔を

保持するために必要な措置を講じること。 

 （５） その他の設備 

  ア 廊下、便所その他必要な場所に常夜灯を設けること。 

  イ 火気を使用する部分は、不燃材料を用いること。 

 （秘密保持等） 

第１２条 女性自立支援施設の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た入所者又

はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 女性自立支援施設は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た入

所者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

 （居室の入所定員） 

第１３条 一の居室の定員は、原則１人とする。 

２ 女性自立支援施設の入所の対象となる者が監護すべき児童を同伴する場合等、入所者

の自立支援を行うために必要と認められる場合は、前項の規定にかかわらず、一の居室

の定員を２人以上とすることができる。 

 （自立支援等） 

第１４条 女性自立支援施設は、入所者の意向及び私生活を十分に尊重して、入所者の心

身の健康回復及び生活（就労及び就学を含む。）に関する支援等を行わなければならな

い。 

２ 女性自立支援施設は、入所者の個の尊厳を保ち、心身の状況、本人の意思、希望及び

自立に向けた意向を十分に踏まえた上で、施設における基本的な共同生活の考え方を示
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さなければならない。 

３ 女性自立支援施設は、入所者の自立支援を行うため、入所者の意向を踏まえ、各入所

者ごとに個別支援計画を作成しなければならない。 

 （食事の提供） 

第１５条 食事は、食品の種類及び調理方法について栄養並びに入所者の身体的状況及び

嗜
し

好を考慮したものでなければならない。 

２ 調理は、あらかじめ作成された献立に従って行わなければならない。 

 （業務継続計画の策定等） 

第１６条 女性自立支援施設は、感染症や非常災害の発生時において、入所者に対する支

援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための

計画（以下この条において「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に

従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 女性自立支援施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 女性自立支援施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続

計画の変更を行うものとする。 

４ 業務継続計画は、非常災害計画及び安全計画と一体のものとして策定することができ

る。 

 （保健衛生） 

第１７条 女性自立支援施設は、入所者については、毎年２回以上定期に健康診断を行わ

なければならない。 

-67-



 

２ 女性自立支援施設は、居室その他入所者が常時使用する設備について、常に清潔にし

なければならない。 

３ 女性自立支援施設は、入所者の使用する食器その他の設備又は飲用に供する水につい

て、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品、衛生材料

及び医療機械器具の管理を適正に行わなければならない。 

４ 女性自立支援施設は、当該女性自立支援施設において感染症又は食中毒が発生し、又

はまん延しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施しなければな

らない。 

 （給付金として支払を受けた金銭の管理） 

第１８条 女性自立支援施設は、当該女性自立支援施設の設置者が入所者に係る女性自立

支援施設の設備及び運営に関する基準（令和５年厚生労働省令第３６号）の規定により

厚生労働大臣が定める給付金（以下この条において「給付金」という。）の支給を受け

たときは、給付金として支払を受けた金銭を次に掲げるところにより管理しなければな

らない。 

（１） 当該入所者に係る当該金銭及びこれに準ずるもの（これらの運用により生じた

収益を含む。以下この条において「入所者に係る金銭」という。）をその他の財産と

区分すること。 

（２） 入所者に係る金銭を給付金の支給の趣旨に従って用いること。 

（３） 入所者に係る金銭の収支の状況を明らかにする帳簿を整備すること。 

（４） 当該入所者が退所した場合には、速やかに、入所者に係る金銭を当該入所者に
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取得させること。 

 （関係機関との連携） 

第１９条 女性自立支援施設は、女性相談支援センター、女性相談支援員、困難な問題を

抱える女性への支援に関する活動を行う民間の団体のほか、福祉事務所（社会福祉法に

規定する福祉に関する事務所をいう。）、児童相談所、児童福祉施設（児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号）第７条第１項に規定する児童福祉施設をいう。）、保健所、

医療機関、職業紹介機関（労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業

生活の充実等に関する法律（昭和４１年法律第１３２号）第２条に規定する職業紹介機

関をいう。）、職業訓練機関、教育機関、都道府県警察、日本司法支援センター（総合

法律支援法（平成１６年法律第７４号）第１３条に規定する日本司法支援センターをい

う。）、配偶者暴力相談支援センター（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に

関する法律（平成１３年法律第３１号）第３条第１項に規定する配偶者暴力相談支援セ

ンターをいう。）、母子・父子福祉団体その他の関係機関及び母子・父子自立支援員、

民生委員、児童委員、保護司その他の関係者と密接に連携しなければならない。 

 （電磁的記録） 

第２０条 女性自立支援施設は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例

の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をい

う。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるものにつ

いては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機に
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よる情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （新潟市婦人保護施設の設備及び運営の基準に関する条例の廃止） 

２ 新潟市婦人保護施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新潟市条例第７

４号）は、廃止する。 
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議案第１６号  

  新潟市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例の廃止に

ついて 

 新潟市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例を廃止する条

例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

  新潟市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例を廃止す

る条例 

 新潟市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年

新潟市条例第９４号）は、廃止する。 

   附 則  

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１７号  

  新潟市番号法に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

改正について 

 新潟市番号法に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改

正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

  新潟市番号法に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

を改正する条例 

 新潟市番号法に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７

年新潟市条例第５０号）の一部を次のように改正する。 

題名中「番号法」を「番号利用法」に改める。 

第２条に次の２号を加える。 

（５） 特定個人番号利用事務 法第１９条第８号に規定する特定個人番号利用事務を

いう。 

（６） 利用特定個人情報 法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報をいう。 

第４条第１項中「法別表第２第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に改め、

同条第３項中「市長」の次に「又は教育委員会」を加え、「法別表第２第２欄に掲げる事

務」を「特定個人番号利用事務」に、「同表第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定

個人情報」に改め、同項ただし書中「特定個人情報」を「利用特定個人情報」に改める。 

別表第１のうち１の項特定個人情報の欄中「法別表第２の１の項に規定する医療保険給

付関係情報をいう」を「健康保険法（大正１１年法律第７０号）、船員保険法（昭和１４

年法律第７３号）、私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）、国家公務員共

済組合法（昭和３３年法律第１２８号）、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）、

地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）又は高齢者の医療の確保に関する

-72-



 

法律（昭和５７年法律第８０号）による医療に関する給付の支給又は保険料の徴収に関す

る情報をいう。以下同じ」に、「法別表第２の１３の項に規定する児童扶養手当関係情報」

を「児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）による児童扶養手当の支給に関する情

報」に、「法別表第２の１の項に規定する地方税関係情報」を「地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）その他の地方税に関する法律に基づく条例の規定により算定した税額又は

その算定の基礎となる事項に関する情報」に、「法別表第２の１の項に規定する住民票関

係情報」を「住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条第４号に規定する事項」

に、「法別表第２の２６の項に規定する児童手当関係情報」を「児童手当法（昭和４６年

法律第７３号）による児童手当又は特例給付の支給に関する情報」に、「法別表第２の１

の項に規定する介護保険給付等関係情報」を「介護保険法（平成９年法律第１２３号）に

よる保険給付の支給、地域支援事業の実施又は保険料の徴収に関する情報」に、「法別表

第２の１６の項に規定する特別児童扶養手当関係情報」を「特別児童扶養手当等の支給に

関する法律による特別児童扶養手当の支給に関する情報」に、「法別表第２の９の項に規

定する中国残留邦人等支援給付等関係情報」を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）による支援給付又は配偶者支援金（以下「中国残留邦人等支援給付等」とい

う。）の支給に関する情報」に改め、同表のうち２の項特定個人情報の欄中「法別表第２

の９の項に規定する生活保護関係情報」を「生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に

よる保護の実施又は就労自立給付金若しくは進学準備給付金の支給に関する情報」に改め、

同表のうち３５の項特定個人情報の欄中「法別表第２の１６の項に規定する障害者関係情

報」を「児童福祉法による児童及びその家庭についての調査及び判定若しくは障害児入所

支援に関する情報又は身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）による身体障害者

手帳、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）による精

神障害者保健福祉手帳若しくは知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的

障害者に関する情報」に改め、同表に次のように加える。 
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３６ ひとり親家庭等医療費に関

する事務であって規則に定

めるもの  

障害者関係情報であって規則で定めるもの 

生活保護関係情報であって規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規則で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等関係情報であって規

則で定めるもの 

外国人生活保護措置関係情報であって規則で定

めるもの  

医療保険給付関係情報であって規則で定めるも

の 

別表第２中「（昭和２５年法律第１４４号）」及び「（法別表第１の６３の項に規定す

る中国残留邦人等支援給付等をいう。）」を削る。  

附 則  

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日から施行する。 
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議案第１８号  

   新潟市精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行条例の一部改正について 

 新潟市精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行条例の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行条例の一部を改正する条例 

 新潟市精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行条例（平成１８年新潟市条例第８

３号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項中「第３８条の２第３項」を「第３８条の２第２項」に改める。 

   附 則  

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１９号  

   新潟市介護保険条例の一部改正について 

 新潟市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市介護保険条例の一部を改正する条例 

 新潟市介護保険条例（平成１２年新潟市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項第１号中「３１，９００円」を「３０，６００円」に改め、同項第２号中

「５１，８００円」を「４９，５００円」に改め、同項第３号中「５５，８００円」を「

５４，１００円」に改め、同項第４号中「７１，７００円」を「７４，３００円」に改め、

同項第５号中「７９，６００円」を「８２，５００円」に改め、同項第６号中「８７，６

００円」を「９０，８００円」に改め、同号ア中「８０万円未満」を「９０万円未満」に

改め、同項第７号中「９５，６００円」を「９９，０００円」に改め、同号ア中「８０万

円以上１２５万円未満」を「９０万円以上１２０万円未満」に改め、同項第８号中「１０

３，５００円」を「１０７，３００円」に改め、同号ア中「１２５万円以上２００万円未

満」を「１２０万円以上２１０万円未満」に改め、同項第９号中「１１９，４００円」を

「１２３，８００円」に改め、同号ア中「２００万円以上２５０万円未満」を「２１０万

円以上３２０万円未満」に改め、同項第１０号中「１３５，４００円」を「１４０，３０

０円」に改め、同号ア中「２５０万円以上３００万円未満」を「３２０万円以上４２０万

円未満」に改め、同項第１１号中「１４３，３００円」を「１５６，８００円」に改め、

同号ア中「３００万円以上４００万円未満」を「４２０万円以上５２０万円未満」に改め、

同項第１２号中「１５１，３００円」を「１６５，０００円」に改め、同号ア中「４００

万円以上５００万円未満」を「５２０万円以上６２０万円未満」に改め、同項第１３号中

「１５９，２００円」を「１７３，３００円」に改め、同号ア中「５００万円以上７００

万円未満」を「６２０万円以上７２０万円未満」に改め、同項第１４号中「１６７，２０
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０円」を「１８１，５００円」に改め、同号ア中「７００万円以上１，０００万円未満」

を「７２０万円以上１，０００万円未満」に改め、同項第１５号中「１８３，１００円」

を「１９８，０００円」に改め、同条第２項第１号中「１６，０００円」を「１６，５０

０円」に改め、同項第２号中「３１，９００円」を「３３，０００円」に改め、同項第３

号中「５１，８００円」を「５３，７００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第３条の規定は、令和６年度分の保険料から適用し、令和５年度分までの保

険料については、なお従前の例による。 
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議案第２０号  

   新潟市営住宅条例の一部改正について 

 新潟市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市営住宅条例の一部を改正する条例 

 新潟市営住宅条例（平成９年新潟市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

 第７条第２項第７号イ中「第１０条第１項」の次に「又は第１０条の２」を、「第２８

条の２において」の次に「これらの規定を読み替えて」を加える。 

別表第１栄町住宅の項を削る。 

   附 則  

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第２１号  

   新潟市建築関係手数料条例の一部改正について 

 新潟市建築関係手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一   

   新潟市建築関係手数料条例の一部を改正する条例 

 新潟市建築関係手数料条例（平成２１年新潟市条例第３３号）の一部を次のように改正

する。 

 別表４７の項の次に次の２項を加える。  

４７の２ 法第８６条の７第１項に規定する大規

模の修繕又は大規模の模様替（建築基準法施行

令（昭和２５年政令第３３８号）第１３７条の

１２第６項に係るものに限る。）の認定の申請

に対する審査 

１件につき ２７，０００円 

４７の３ 法第８６条の７第１項に規定する大規

模の修繕又は大規模の模様替（建築基準法施行

令第１３７条の１２第７項に係るものに限

る。）の認定の申請に対する審査 

１件につき ２７，０００円 

別表４８の項中「（昭和２５年政令第３３８号）」を削る。 

附 則  

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第２２号  

   新潟市給水条例の一部改正について 

 新潟市給水条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和６年２月２１日提出 

新潟市長 中原 八一   

   新潟市給水条例の一部を改正する条例 

 新潟市給水条例（昭和３３年新潟市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

 第１１条第１項中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。 

 第２６条第１項の表専用給水装置の部一般用の項を次のように改める。  

一

般

用 

13ミリメートル 1,180円１立方

メート

ルにつ

き46円 

１立方

メート

ルにつ

き130円 

１立方

メート

ルにつ

き139円 

１立方

メート

ルにつ

き161円 

１立方

メート

ルにつ

き187円 

１立方

メート

ルにつ

き218円 

16ミリメートル 1,790円

20ミリメートル 2,790円

25ミリメートル 4,360円１立方

メート

ルにつ

き113円 

30ミリメートル 6,280円

40ミリメートル 11,170円

50ミリメートル 17,460円

75ミリメートル 39,280円

100ミリメートル 69,820円

150ミリメートル 157,100円

200ミリメートル 279,290円

 第３６条の２第２項及び第３８条第１項第１号中「厚生労働省令」を「国土交通省令」

に改める。 

   附 則  
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 （施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行す

る。 

（１） 次号に掲げる規定以外の規定 令和６年４月１日 

（２） 第２６条第１項の表の改正規定 令和７年１月１日 

 （経過措置） 

２ 改正後の第２６条第１項の規定は、前項第２号に掲げる規定の施行の日（以下「第２

号施行日」という。）以後の使用に係る料金から適用し、第２号施行日前の使用に係る

料金については、なお従前の例による。 

３ 第２号施行日以後徴収する料金のうち、その算定の基礎となる使用期間が第２号施行

日前にまたがるものについては、使用水量を各日均等に使用したものとみなして、日割

りにより算定する。 
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議案第２３号  

   新潟市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正について 

 新潟市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する条例 

 新潟市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４１年新潟市条例第８

号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項第１号中「６，０９３人」を「５，４６１人」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第２４号 

新潟市消防関係手数料条例の一部改正について 

新潟市消防関係手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

令和６年２月２１日提出 

新潟市長 中原 八一 

新潟市消防関係手数料条例の一部を改正する条例 

新潟市消防関係手数料条例（平成２２年新潟市条例第３号）の一部を次のように改正す

る。 

別表３の項第５号ア中「１，１８０，０００円」を「１，４５０，０００円」に改め、

同号イ中「１，４１０，０００円」を「１，７２０，０００円」に改め、同号ウ中「１，

５９０，０００円」を「１，９２０，０００円」に改め、同号エ中「１，９５０，０００

円」を「２，３６０，０００円」に改め、同号オ中「２，２７０，０００円」を「２，７

４０，０００円」に改め、同号カ中「４，５５０，０００円」を「５，６４０，０００

円」に改め、同号キ中「５，８２０，０００円」を「７，２４０，０００円」に改め、同

号ク中「７，０７０，０００円」を「８，７９０，０００円」に改め、同表２９の項第２

号中「いう。」の次に「以下この項、」を、「定める額」の次に「（当該移動式製造設備

について液石法第３７条の４第１項の許可を受けた者の許可の申請に対する審査にあって

は、６，０００円）」を加える。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第２５号  

  地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定

について 

 地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のよう

に制定するものとする。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 （新潟市監査委員条例の一部改正） 

第１条 新潟市監査委員条例（昭和３９年新潟市条例第７号）の一部を次のように改正す

る。 

  第５条中「第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３項」に改める。 

 （新潟市水道事業の設置及び経営の基本に関する条例の一部改正） 

第２条 新潟市水道事業の設置及び経営の基本に関する条例（昭和４１年新潟市条例第６

６号）の一部を次のように改正する。 

  第５条中「第２４３条の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。 

 （新潟市病院事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第３条 新潟市病院事業の設置等に関する条例（昭和４５年新潟市条例第３３号）の一部

を次のように改正する。 

  第６条中「第２４３条の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第２６号  

   下越福祉行政組合の共同処理する事務の変更及び規約の変更について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、下越福祉行政

組合の共同処理する事務を変更し、下越福祉行政組合規約の一部を次のとおり変更するも

のとする。 

  令和６年２月２１日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   下越福祉行政組合規約の一部を変更する規約 

 下越福祉行政組合規約（昭和３５年新潟県指令地第１７０７号）の一部を次のように変

更する。 

 第３条第１項第６号を削る。 

   附 則  

 この規約は、令和６年５月１日から施行する。 
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議案第２７号 

市道路線の認定及び廃止について 

次のとおり市道路線の認定及び廃止をするものとする。 

令和６年２月２１日提出 

新潟市長 中原 八一   

１ 認定する路線 

図面 

番号 

路 線 名 
起     点 

重要な経過地 

終     点 

１ 
豊栄１－ 

９２３号線 

新潟市北区太田字法花鳥屋甲 5686 番 4 地先 新潟市北区太田字法花鳥

屋甲 5686 番 5 地先 新潟市北区太田字法花鳥屋甲 5686 番 6 地先 

２ 
中央１－ 

１９４号線 

新潟市中央区浜浦町一丁目 248 番 12 地先 新潟市中央区浜浦町一丁

目 248 番 9 地先 新潟市中央区浜浦町一丁目 248 番 5 地先 

３ 
横越１－ 

３１５号線 

新潟市江南区横越上町三丁目 70 番 1 地先 新潟市江南区横越上町三

丁目 70 番 1 地先 新潟市江南区横越上町三丁目 70 番 1 地先 

４ 
南７－ 

４３２号線 

新潟市江南区鍋潟新田字西木山 689 番 10 地先 新潟市江南区鍋潟新田字

西木山 689 番 12 地先 新潟市江南区鍋潟新田字西木山 690 番 2 地先 

５ 
亀田１－ 

７０２号線 

新潟市江南区亀田早通字川根 2928 番 2 地先 新潟市江南区亀田早通字

川根 2935 番 1 地先 新潟市江南区亀田早通字川根 2942 番 4 地先 

５ 
亀田１－ 

７０３号線 

新潟市江南区亀田早通字川根 3031 番 1 地先 新潟市江南区亀田早通字

川根 3021 番 3 地先 新潟市江南区亀田早通字川根 2932 番 1 地先 

５ 
亀田１－ 

７０４号線 

新潟市江南区亀田早通字川根 2783 番 1 地先 新潟市江南区亀田早通字

川根 2775 番 3 地先 新潟市江南区亀田早通字川根 2764 番 2 地先 

５ 
亀田１－ 

７０５号線 

新潟市江南区亀田早通字川根 3021 番 5 地先 新潟市江南区亀田早通字

川根 3021 番 3 地先 新潟市江南区亀田早通字川根 2942 番 4 地先 

５ 
亀田１－ 

７０６号線 

新潟市江南区亀田早通字川根 2900 番 3 地先 新潟市江南区亀田早通字

川根 2870 番 2 地先 新潟市江南区亀田早通字川根 2870 番 1 地先 
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図面 

番号 

路 線 名 
起     点 

重要な経過地 

終     点 

５ 
亀田１－ 

７０７号線 

新潟市江南区下早通二丁目 3035 番 2 地先 新潟市江南区下早通二丁

目 3035 番 1 地先 新潟市江南区下早通二丁目 3035 番 4 地先 

５ 
亀田１－ 

７０８号線 

新潟市江南区亀田早通字川根 2757 番 1 地先 新潟市江南区亀田早通字

川根 2749 番 1 地先 新潟市江南区亀田早通字川根 2744 番 1 地先 

６ 
西４－ 

２０２号線 

新潟市西区坂井二丁目 2023 番 4 地先 新潟市西区坂井二丁 目

2017 番 11 地先 新潟市西区坂井二丁目 2017 番 9 地先 

７ 
西４－ 

２０３号線 

新潟市西区坂井字村中 59 番 4 地先 新潟市西区坂井字村中 57

番 3 地先 新潟市西区坂井字村上 620 番 20 地先 

８ 
西川２－ 

２２８号線 

新潟市西蒲区升潟字道上 436 番 2 地先 新潟市西蒲区升潟字道上

435 番 2 地先 新潟市西蒲区升潟字道上 434 番 6 地先 

８ 
西川２－ 

３８３号線 

新潟市西蒲区升潟字道上 432 番 1 地先 新潟市西蒲区升潟字道上

426 番地先 新潟市西蒲区升潟字道上 419 番地先 

９ 
巻２－ 

５４２号線 

新潟市西蒲区巻字形部乙 169 番 15 地先 新潟市西蒲区巻字形部乙

169 番 12 地先 新潟市西蒲区巻字形部乙 169 番 19 地先 
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２ 廃止する路線 

図面 

番号 

路 線 名 
起     点 

重要な経過地 

終     点 

１０ 
月潟１－ 

１６４号線 

新潟市南区大別當字水戸下 334 番 1 地先 新潟市南区大別當字水戸

下 339 番 1 地先 新潟市南区大別當字水戸下 526 番地先 

１１ 
西川２－ 

２２８号線 

新潟市西蒲区升潟字道上 436 番地先 新潟市西蒲区升潟字道上

435 番 2 地先 新潟市西蒲区升潟字道上 419 番地先 
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２ 市 道 路線 認定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

中央１－１９４号線

西海岸公園

新潟県庁

信濃川

千歳大橋

学校法人石善学園

新潟第一高校

新潟第一中学校

県立新潟高校

市立浜浦小学校

有明大橋

市立関屋中学校

本川大橋

日本歯科大学

新潟生命歯学部

日本歯科大学大学院

関屋駅

西海岸自転車道

越後線

国道１１６号

県道安田新潟自転車道

金鉢山ひだまり公園

主要地方道新潟亀田内野線

関屋浜

信濃川

西海岸公園

信濃公園

金鉢山公園

関屋めぐみ公園

関分公園

関屋大橋
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６ 市 道 路線 認定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

西４－２０２号線

亀貝橋

西川

市立坂井輪中学校

国道１１６号

Jr越後線

主要地方道新潟燕線

国道１１６号

亀貝インターチェンジ

坂井輪地区公民館

市立新通小学校

市立坂井東小学校

西区役所

主要地方道新潟亀田内野線
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議案第２８号 

   教育委員会委員の選任について 

 次の者を教育委員会委員に選任したいので、議会の同意を得たい。 

  令和６年２月２１日提出 

新潟市長 中原 八一   

   

小見 直樹 

渡部 雄一郎 
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議案第２９号 

   包括外部監査契約の締結について 

 次のとおり包括外部監査契約を締結するものとする。 

  令和６年２月２１日提出 

新潟市長 中原 八一   

１ 契約の目的 

  当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

２ 契約の始期 

  令和６年４月１日 

３ 契約の金額 

  １５，０００，０００円を上限とする額 

４ 費用の支払方法 

  契約の定めるところによる 

５ 契約の相手方 

  住所 新潟市中央区南出来島１丁目１０番１８号６ 

  氏名 植木 謙治 

  資格 公認会計士 
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